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(1)　パックス・アメリカ-ナの成立プロセス

第二次大戦後から1960年代末に至る期間の,アメリカの覇権(Hegemony)

による国際政治経済システムの安定した時代は,パックス・アメリカ-ナ

(PaxAmericana)と一般に呼ばれている(この時代は,同時に米・ソ二

超大国間の,核の恐怖に支えられた軍事抑止による安定の時代でもあり,
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この点を強調するならば,この期問は,パックス・ルッソ・アメリヵ-ナ

と呼ぶことができる)。このパックス・アメリヵ-ナを支えたアメリヵの

覇権の成立時期は,第二次大戦中にさかのぼる。

(一　1939年9月,ヒトラー(AdOIfHitler)のドイツ軍がポーランド

に進撃し,これに対して,イギリス・フランスがドイツに宣戦し,第二次

世界大戦が始まった。この第二次世界大戦は,まず第-に, 36年から37年

にかけて相互防共協定を締結して軍事的結束を図った日本,ドイツ,イタ

リア三国のいわゆる「枢軸国」 (theAxis)と,イギリス,ソ連,中国,

そしてアメリヵ合衆国を中心とする「連合国」 (UnitedNations)との間の
1)

戦いであった。(アメリヵは,41年3月に武器貸与法を成立させ,これによっ

て英・仏・ソ連・中国などに巨額の援助を与えて事実上連合国の一員とな

り,さらにその年の12月7日の日本軍による真珠湾攻撃の後ただちに対

日・独・伊宣戦布告を行い,これ以後,アメリヵが連合国の戦争遂行政策

調整の中心となっていった)o

このように,第二次世界大戦は,第一義的には枢軸国と連合国との間の

戦いであったが,この二つの陣営の間の戦いの裏で,実はもう一つの戦い

が繰り広げられていた。それは,チャーチル(W.Churchill)首相率いるイ

ギリスとローズベルト(F.D.Roo　-At)大統領率いるアメリヵ合衆国との

間での,戦後世界における覇権(Hegemony)をめぐっての戦い(かけひき)

であった。大戦中のイギリスとアメリヵとの間の戦後世界における主導権

争いを顕著に映し出していたものが, 「第二戦線」 (secondFrond)問題で

ある。 「第二戦線」とは,作戦暗号名をオーバーロードと称された連合軍

による英・仏海峡横断作戦のことである。 40年6月の独・ソ戦開始の約1

年後の41年7月頃から,ソ連のスターリン(Stalin)首相は,イギリスの

チャーチルに対して, 「第二戦線」形成を要求していたo　当時,強力なド

イツ軍を一手に引き受け,苦しい戦いを強いられていたソ連にとって,

「第二戦線」の形式は,ドイツ軍の圧力を軽減させるための緊急課題であっ
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「アメリヵの覇権衰退」に関する諸議論

た。

しかし,チャーチル首相は,ノルマンジー上陸作戦実施のための船艇不

足などを理由にスターリンの要求をはね突け,それ以後もその立場を守り

続けたo　イギリスとソ連との仲介者的立場にあったアメリヵのローズベル

トは,幾度かの米・英軍事会談を開き,ソ連の要求に沿った英・仏海峡横

断作戦(オーバーロード)実施をイギリスに迫ったが,チャーチルは,也

中海作戦(独・伊包囲作戦)の先行を主張し続け,結局42年の春,イギリ

スの主張をアメリヵが呑んだ形で北アフリヵ上陸作戦が開始された(ロー

ズベルトは,ソ連の不満に対しては,対ソ援助の拡大によって応えた)。米.

ソの「第二戦線」形成要求を拒否し続けたイギリスの真意は,イギリス軍

にとって多大の損失を招く危険のあるドイツとの戦闘をできうる限り回避

し,地中海から中近東を-て東南アジアに及ぶ大英帝国の権益を確保する

ために残されたイギリスの戦力を傾けるということにあった。

だが,このチャーチルの「大英帝国の権益の死守」という願いも, 42年

末から43年にかけての世界各地での戦局の転換(43年1月,日本軍がガダ

ルヵナルより撤退。 43年2月,スターリングラード攻防戦においてドイツ

軍が降服。 43年5月,北アフリヵのエル・アラメインの戦闘においてロン
2)

メル将軍が降伏)とは裏腹な,イギリスの国家的疲弊という現実を前にし

て,放棄せざるを得なくなったo　そして, 43年8月の米・英首脳会談(ケ

ベック会談)において,アメリヵのローズベルト大統領は,イギリスの

チャーチル首相に対して,オーバーロード(ノルマンジー上陸作戦)の実

施を約束させたのである(44年6月6日,アイゼンハワー将軍を最高司令

官とした米・英連合軍によるオーバーロード作戦が開始された)。

オーバーロードは,第二次大戦の早期終結のための切り札としての軍事

作戦であったが,この作戦開始をめぐる米・英間での争い(「第二戦線」

問題)は,大英帝国の崩壊と戦後世界におけるアメソヵの覇権を目前にし

ての"旧覇権国と新覇権国との壮烈なる駆け引き"という面をも持ってい
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た。戦後のパックス・アメリヵ-ナのそもそもの発端は,第二次大戦中の

一つの軍事作戦をめぐる米・英間の争いにまでさかのぼって求められなけ

ればならないのである。

(二)　オーバーロード作戦開始の翌月にあたる1944年7月,アメリヵの

ニューハンプシャー州のブレトン・ウッズで,連合国通貨金融会議(ブレ

トン・ウッズ会議)が開催され,ここでブレトン・ウッズ協定が調印され

たoこれにより　IMF (国際通貨基金)とI BRD (国際復興開発銀行)

が創設され,ドルは世界の基軸通貨と定められた。ここに,大英帝国のス

ターリング・ブロック体制(オタワ憲章による英帝国特恵体制)は解体さ

れ,ローズベルト大統領の戦後世界構想の中核をなす,戦後世界経済にお

けるアメリヵの覇権の獲得及びアメリヵの生産力を支えるための海外市場

の確保(その為の「自由・無差別・多角主義」)という条件が約束された。

ブレトン・ウッズ協定の内容は,旧覇権国であるイギリスにとっては決

Lでl来いものではなかったはずであるが,大戦中からアメリヵの援助を必

要としたイギリスは,受け入れるより致し方のない結果であった。即ち,

アメリヵのローズベルトは,大戦の初期の時期から,イギリスに対し武器

援助の代償として通商上の門戸開放を要求しており,また,世界的な戦局

の転換があった43年以降は,イギリスの国力は限界に達していて,戦後の

経済復興にはアメリヵの経済援助が絶対に必要であるというイギリスに

とっては非常に苦しい事情があったからであるo 「第二戦線」問題で,最

終的にはイギリスの譲歩を引き出したアメリヵは,第二次大戦終結1年前

のブレトン・ウッズ会議で,早くも戦後のパックス・アメリヵ-ナの決定

的基礎固めを行った。

(≡)　45年4月にローズベルト大統領が急死し,その後を引き継いで大

統領に就任したトルーマン(HarryTruman)は, 「ヤルタ協定」問題では,

ソ連のモロトフ(Morotov)外相と対立し,アメリヵの対外政策は,この

頃より戦時中のローズベルトの対ソ協調路線からしだいに対ソ強硬路線へ
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と転換していく。しかし,トルーマンは,ローズベルトの戦後構想の一部

はそのまま継承し, 45年6月には,共和党のバンデンバーグ(Arthur

vandenberg)上院議員の超党派外交の助けも得て,国際連合憲章調印に

こぎつけた。そして,第二次世界大戦の完全終結(1945年8月15日の日本

によるポツダム宣言受諾)以後は,戦後世界におけるアメリヵの覇権確保

のための政策を積極的に展開していった。

そうしたトルーマン政権の対外政策の中心となったものが,マーシャ

ル・プランである。マーシャル・プラン発表に先立つ47年3月に,トルー
з)

マンは, 4億ドルのギリシャ・トルコ援助法案を成立させ,ヨーロッパ復

興計画のレールを敷いたが,その年の6月5日のマーシャル(George

Marshall)国務長官のハーバード大学演説において,本格的なヨーロッパ

復興援助計画を発表したのである(マーシャル・プラン)。これを受けて,

47年6月27日にパリで英・仏・ソ三国外相会議が開かれたが,ソ連及び東

欧七ヵ国は,マーシャル・プランに不参加を決定した。大戦中に開かれた

ブレトン・ウッズ会議にもソ連は参加していなかったが,この戦後のアメ

リヵによるヨーロッパ援助計画も,もともとソ連の参加を想定してはいな
4)

かった。この後,ソ連は,東欧諸国とともに独白の経済ブロックを形成し,

一方,アメリヵは,西側経済圏における覇権を確固なものとし,その巨大

な経済力と軍事力をテコとして対外覇権政策を繰り広げていくことになっ

た。

第二次世界大戦中の「第二戦線」問題において,早くも戦後世界におけ

るアメリヵの覇権-の思惑がうかがわれたが,そのアメリヵの世界システ

ムにおける覇権は,大戦末期のブレトン・ウッズ協定および戦後のマー

シャル・プランによって,確固たるものとなったのである。以上が,パッ

クス・アメリヵ-ナ成立のプロセスである。

(2)パックス・アメリヵ-ナの崩壊プロセスと世界システム分析理論
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(一)　マーシャル・プランが発表された1947年から22年を経た1969年7

月,アメリヵのニクソン(RichardNixOn)大統領は,アジア五カ国およ

びルーマニア訪問の途中,グアム島に立ち寄り,そこでの同行記者団との

非公式の会見の席上, 「アメリヵは,今後,同盟諸国との従来からの条約

上の義務は守るが,アメリヵにとっての死活的国益遵守に必要でない限り,

新たな軍事上の約束はしない」という趣旨の発言を行った。さらに,翌々

年の1971年8月には,同じニクソン大統領によって,金・ドル交換停止声

明が発表された。

69年のニクソン大統領の発言(グアム・ドクトリン)は,第二次大戦後,

ひたすら拡大し続けたアメリヵの対外コミットメントを縮小させようとす

るものであり, 71年の金eドル交換停止声明(ニクソン・ショック)は,

戦後の世界経済におけるドル支配体制(ブレトン・ウッズ体制)に終止符

を打つものであった。共和党のニクソン政権時代に発生したこの二つの事

件は,戦後のアメリヵの対外政策の大転換を示すものであると同時に,ア

メリヵの覇権による国際政治経済体制の安定の時代(パックス・アメリ

ヵ-ナ)の終君を告げるものであったと一般には解釈されている。少なく

とも, 60年代から徐々にアメリヵの覇権の衰退が始まったとみることがで

きようo

このアメリヵの覇権の衰退の開始は,国際政治経済システムにおける多

極化時代の到来を意味するものでもあった。 70年代以降,世界システムに

おける多極化をめぐる議論が活発となったが,多極化現象それ自体は,ニ

クソン政権下におけるキッシンジャー(HenryKissinger)国務長官の現

実主義外交によって,より進展させられたとも言える。すなわち,キッシ

ンジャーは,そのリアリズム哲学に徹した勢力均衡(BalanceofPower)

外交によって,米・中・ソ間のデタントを実現させ,国際政治システムに

三極構造をもたらした。さらに彼は,日本およびEC諸国の経済パワーと

しての台頭という状況認識の上に立って,米・中・ソ・日・欧による国際
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政治経済システムにおける五極構造論を唱え,世界の多極化論に拍車をか

けたのであったo

ところで,ニクソンとキッシンジャーによるデタント外交は,直接的に

は,アメリヵのベトナムからの「名誉ある撤退」を実現させるための手段

であったが,このニクソン政権がかろうじて実現させたベトナムからの「名

誉ある撤退」も,次期政権である共和党のフォード(GeraldFord)政権

時代に発生したサイゴン陥落(1975年4月)という歴史的事件によって吹

き飛んだ形となってしまったo　そして, 77年1月に誕生した民主党のヵ一

夕- (jimmyCarter)政権は,ポスト・ベトナムのアメリヵの世界戦略の

新たな方向づけを行うという課題を背負わされ,そのためにヵ一夕-政権

が打ち出した対外政策スローガンが,人権外交と新世界秩序(NewWorld

order)外交であった。それは,アメリヵの対外政策アジェンダのトノブ

に南北間対話と先進資本主義諸国間の協調を置き,この二つの外交領域に

おいてアメリヵの世界におけるリーダーシップを発揮し,たとえ70年代以

前のアメリヵの覇権は回復できなくとも,何とか国際社会における「同輩

中の首席」 (primusinter pares)の地位は保持していこうというものであっ
5)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6)

た。ここには, 「普通の国としてのアメリヵ」という認識が存在し,その

前提に立脚して,国際社会において「ヘゲモニーなきリーダーシップ」を

発揮し続けていこうという当時のアメリヵなりの考えが存在した。

しかし,このヵ-タ-政権の新世界秩序外交も,その政権の内部分裂(ブ

レジンスキー補佐官とバンス国務長官の対立)を引き起こし,実を結ぶこ

とはできなかった。民主党のヵ一夕-政権の次に,再び共和党のレーガン

(RonaldReagan)政権が, 80年1月に登場した。レーガン政権の対外政

策は, 「強いアメリヵの復活」をめざしたものであり,一種のアメリヵの

覇権回復戦略としてみることができる。このレーガンの覇権回復戦略は,

その政策(レーガノミックス)自体に最初から矛盾をはらんでいて,必ず

しも成功したとは言えないが,アメリヵの世界に対するクレディビリティ
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の回復や,ある程度のアメリヵ経済の活性化,そして軍縮などにおいては

成果を挙げることができ,共和党のレーガン政権は二期継続した後, 89年

1月からは同じ共和党のブッシュ(George Bush)政権にその基本路線が引

き継がれ,現在に至っているo

(二)このように, 60年代末から顕在化したアメリヵの覇権の衰退という

状況に対して,ニクソン政権以来,歴代のアメリヵの政権担当者達がそれ

ぞれの対応策を打ち出してきた。それにもかかわらず,アメリヵの覇権の

衰退現象にいまだアメリヵは歯止めをかけることができないでいるし,そ

の傾向は80年代に入っていっそう加速化し, 1985年末には,アメリヵは1
7)

千74億ドルの債務を負う世界一の債務国となってしまったのである。 1982
8)

年には,いまだ世界一の債権国(1千70億ドル)であったアメリヵは,わ

ずかз年後には世界一の債務国に転落したわけで,この期間におけるアメ

リヵの経済面での覇権の凋落は著しい。

ところで,ハーバード大学のスタンレー・ホフマン(StanleyHoffmann)

は,その著書の中でアメリヵの覇権の衰退について,次のような見解を述

べている。それによると, 「アメリヵの直面している諸困難の原因を, (非

常に理想化されたところの)パックス・アメリヵ-ナの喪失に求めるとい

う考えは近視眼的な見方と言うべきである。パックス・アメリヵ-ナは,

1940年代当時のアメリヵ政府の意志とか構想のみに基づいて作り上げられ

たのではなくて, (現在は消失してしまった)当時の国際環境によっても

たらされたものでもある。それ故,アメリヵの覇権の衰退の原因も,アメ

リヵの政治的荒廃(政策の失敗)に因るのはもちろんのことではあるが,
9)

それと同時に国際環境の変動という事実にも求められるべきなのである」o

ホフマンの指摘する通り,アメリヵの覇権の衰退は, 1960年代の対ベトナ

ム政策に代表されるような,アメリヵの対外膨張主義的介入外交(覇権外

交)の失敗に起因するとともに, 70年代以降に顕在化した国際政治経済構

造の変化に大きな影響を受け,それを反映したものでもある。それは,端
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的に表現するならば,国際社会の多極化ということであるが,この国際社

会の多極化状況の実態を捉えることはなかなか容易なことではない。それ

は,とりわけ70年代以降,国際政治と国際経済は相互連関性を深め,この

両者を切り離して考えることができなくなってしまったからである。そこ

で,近時,政治と経済を統合的に分析しようとする国際政治経済研究(ポ

リティヵル・エコノミー)が提唱されている。その代表的な研究者がイギ

リスのスーザン・ストレンジ(SusanStrange)である。

さらに,現実の国際状況について見てみても, 70年代以降の世界におい

ては,各種の領域において古典的な国際政治学の基軸概念であった「国民

国家」 (Nation-State)という枠組(国境)を超える動き(トランス・ナショ

ナリズム)が活発化している反面,国家間(例えば日・米間)の通商問題

において感知されるような保護主義(ナショナリズム)的気運も高まって

いる。また,世界経済におけるグローバライゼーションが叫ばれつつある
m

中で,地域主義の台頭(経済ブロック化)を懸念する声も出てきている。

このように,アメリヵの覇権衰退期における国際政治経済構造はきわめて

複雑化しており,従来の古典的な国際政治学概念では分析は不可能である0

70年代以降,アメリヵを中心としてこのような研究者達の主張が強まり,

次々と新しい分析概念が提示されてきた。その一つが,先に述べたポリティ

ヵル・エコノミー(PoliticalEconomy)であるが,今一つは,レジーム論

(RegimeTheory)が挙げられる。レジーム論とは, 「覇権国が果たすとさ

れる国際政治経済関係における公共的な諸機能を,覇権国の利益と力にも
1卜

とづいたものとはせずに,制度化しようとするもの」で,アメリヵのコへ

イン(RobertKeohane)の主張が代表的なものとしてあげられる。他にも,

従来のマルクス主義的発展史観を修正する立場(新マルクス主義,ニュー・

レフト論)に立脚した従属論や世界システム論が, 70年代以降の国際シス

テム分析の一画に位置している。前者は,アミン(SamirAmin)やフラ

ンク(GunderFrank)等によって唱えられ,後者は,アメリヵのウオーラー
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ステイン(immanualWallerstein)やモデルスキー(George Modelski)に

代表されるo

(3)本稿の目的

第二次世界大戦の末期から戦後の1940年代にかけての時期に世界におけ

る覇権を築いたアメリヵは,その後20年余りの後には,今度はその世界に

おける覇権を失いつつあるという事態に直面することとなった。アメリヵ

の置かれた立場の変化と同じく,アメリヵを取り巻く国際環境も,戦後と

現在では非常に大きく変化した。それにともなって,国際政治経済システ

ムの分析方法も,従来より一層精微なものとなってきた。 (ただ,こうし

た世界システム分析理論は,変動しつつある国際政治経済構造の分析枠組

として提示されているのであって,それをそのままアメリヵの対外政策理

論として解釈することはできないし,これらの間には,理論的な"重なり

合い"と同時に"ズレ"も存在している)。

以上のことを念頭におきつつ,本稿においては, 60年代末頃から顕在化

したとされている「アメリヵの覇権の衰退の開始と原因」という点に焦点

をあて,いま一度この問題について考察したいと思う。

論述の順序としては,次章において,まず「アメリヵの覇権の衰退の開

始」に関するオーソドックス解釈とレビジョニスト解釈を紹介し,分析す

る。そして,その後「アメリヵの覇権衰退の原因論」について分析するこ

ととしたいo覇権衰退の開始時期についての議論は,同時にその原因論と

重複せざるを得ないが,本稿では,一応それぞれを別章に区別して検討す

る。

Ⅱ　「アメリカの覇権衰退の開始時期」をめぐる議論

アメリヵの覇権衰退の開始時期については, 60年代から70年代にかけて

の,アメリヵが一連の「危機」に直面した時期をもって覇権後退の一つの

契機とするオーソドックス(一般的)な解釈と,アメリヵの資本主義の-

-46-



「アメリヵの覇権衰退」に関する諸議論

貫した内在的な危機の存在を主張し,その危機の中味がその時期や段階に

よって異なっていたとするレビジョニスト(修正主義)的解釈に大きく二

分する手とができる。ただし,この「オーソドックス」と「レビジョニス

ト」という区分の仕方は,決して一般に用いられている分類方法ではなく,

筆者が便宜上本稿において使用する分類区分である。言うまでもないこと

であるが,アメリヵ外交史研究において「オーソドックス」というのは,

戦後の冷戦史解釈における「正統主義派」 (Orthodox)のことを意味し,

「レビジョニスト」とは,これに対する「修正主義派」 (Revisionist)を

意味するものである。けれども,本章では,この冷戦史解釈とは全く別の

文脈において,これらの言葉を使用している点を,まず最初に断っておき

たい。

(1)一般的な解釈　-1973年危機論-

(-)　ヨーロッパ大学教授(元L.S.E.教授)であり,また経済評論家
12)

でもあるスーザン・ストレンジ(SusanStrange)は, 『ヵジノ資本主義』
1З)

を発表した直後の論文において,次のように国際システムの問題点とアメ

リヵの覇権衰退について述べている。それによれば, 「国際政治経済の根

本的弱点はすべて過去20年ないしは30年の歴史の中に根差しているo　それ

らを完全に理解するためには,長期的な見方をする歴史的展望が必要であ

る。 (そして現在の国際政治経済システムには)三つの重大な弱点が存在

する。その第-は,為替相場の管理で,第二は,信用の安定的な流れ(安

定的な金利とインフレ率の維持)であり,第三に,最も重要なエネルギー

資源の問題,即ち石油に関する政策態度をあげることができるo　これらの
14)

三つの弱点は,すべて60年代ではないにしても70年代に起源がある」ので

あるo　ストレンジは, 70年代初頭(明確には1973年)を,国際政治経済シ

ステムの歴史的転換点,言い換えればアメリヵの覇権衰退の開始期として

位置づけているのである。

(二)東京大学社会科学研究所の馬場宏二氏も,パックス・アメリヵ-ナ

-47-



の崩壊時期についてスーザン・ストレンジと同じ見解を示している。馬場

氏は, 「(前略)かくして1973年は戦後資本主義の最大の転機となった。統

一基軸の消滅に伴う浮動化と多極化,蓄積基盤の縮小に伴う安定成長の終

幕,そして,供給制約への需要膨張型対応の帰結としてのスタグフレーショ

ンなる未曾有の事態の定着が,同時発生することとなった。世界は混沌の
】:1'、

時代に入ったのである」として,アメリヵのドルを基軸とした戦後資本主

義体制が,1973年を転機として大きく変化したという位置づけをしている。

馬場氏もストレンジと同様に, 1970年代初頭に発生した戦後の世界システ

ムを揺るがす三大事件を掲げ,それは, ①アメリヵのベトナムでの敗戦,

②IMF体制(ブレトン・ウッズ体制)の崩壊, ③石油ショックの三事件
1t,-I

であると述べている。

(≡)以上のイギリスと日本の研究者の見解とほぼ同じ見解,即ち70年代

初頭を,アメリヵの覇権政策の転換期とみなす歴史の段階区分をしている

アメリヵの代表的な主張の一つとして,ジョージ・ワシントン大学のベッ

ヵ- (WillamH.Becker)の歴史時期区分論を取り上げたい。ベッヵ-は,
17)

「外交政策と経済政策の相互作用」と題する著述の中で,以下のような戦

後アメリヵの対外政策史における段階区分を述べている。それによると,

アメリヵの戦後史における第一期は,民主党のトルーマン政権および共和

党のアイゼンハワー政権時代にあたる戦後アメリヵ・システムの維持の時

代である。第二期は, 60年代の民主党のケネディ・ジョンソン両政権下に

おける封じ込めの拡大路線の時代である。第三期は, 70年代の共和党のニ

クソン・フォード両政権および民主党のヵ一夕-政権下における対同盟国

政策の失敗の時代。そして第四期は,80年代以降の共和党のレーガン・ブッ

シュ政権の時代である。

このベッヵ-の戦後アメリヵ史の時期区分は,非常に一般的・通説的な

解釈の代表である。彼は、 60年代を,いまだアメリヵの対外封じ込め政策

の継続(拡大)の時期とみなし,この時期(60年代)のアメリヵの特徴と
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して,ケネディ(JohnKennedy)政権の経済政策担当ブレーン達によるア

メリヵ経済の「微調整」 (finetune)政策の成功と,ジョンソン(Lyndon

Johnson)大統領の「偉大な社会計画」 (Great Society Programs)の達成

に因るところのアメリヵ経済の繁栄を挙げている。そして,それ以後(70

年代以降)の各政権の政策の失敗の故に,アメリヵは世界における覇権の

放棄を迫られることになったというのが,ベッヵ-の見方である。

(四)以上に紹介した三つの見解は,ほぼ等しく70年代初頭をアメリヵの

覇権衰退の開始時期とみなしているが, 60年代からすでにアメリヵの覇権

衰退は始まりつつあったという見解も存在する。そういう見方の一例とし

て,デービッド・ヵレオ(DavidP.calleO)の説を本節の最後に取り上げ

たい。

ジョンス・ホプキンス大学のデービッド・ヵレオは,その論文の中で,

アメリヵは次のような四つの成功を戦後の世界において収めたと述べてい

る。その第-の成功は,アメリヵ国内における経済的繁栄。第二の成功は,

共産主義の封じ込め。第三の成功は,アメリヵ以外の西側資本主義諸国(戟

前の資本主義列強)の経済復興およびその封じ込めである。ヵレオのこの

第三の指摘は相矛盾しているように思われるが, 1947年のマーシャル・プ

ラン(ヨーロッパ援助復興計画)と1944年のブレトン・ウッズ協定の狙い

を想起してみるならば,ヵレオの指摘に矛盾はないことがわかる。そして,

第四の成功として彼が掲げているのが,戦前の旧植民地支配秩序の再編成

である。これらは,いずれもローズベルトとトルーマンの両民主党政権の

政策によって構築されたアメリヵの戦後世界における覇権の基盤となるも

のであるが,ヵレオは,以上の四つの戦後アメリヵの成し遂げた成功は,
18)

1950年代末までしか続かなかったと解釈しているO

ヵレオの解釈によれば, 「1960年代初頭までに戦後構想の成功によるア

メリヵのヒーローの時代(パックス・アメリヵ-ナ)は終わった」のであ

る。三つの相互に関連したアメリヵに対する挑戦によって,アメリヵの戦
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後対外覇権政策は後退を余儀なくされたo

その三つの挑戦とは, ①フランスのドゴール(deGaull)大統領の対米

自主独立外交やECの統合に象徴される「ヨーロッパ近隣帝国」 (European

Near Empire)の成長, ②OPECや77ヵ国グループに代表される第三世界

の国際社会における台頭, ③戦後のアメリヵの世界管理外交(覇権外交)

についやされた経済・モラル両面での費用(コスト)に対するアメリヵ国

民の不満の高まり(費用のかかり過ぎる覇権外交に対するアメリヵ内部か
19)

らの強い反発),であったとヵレオは述べている。アメリヵに対する第-

の挑戦としての「ヨーロッパ近隣帝国」というのは,ヵレオ独特の考え方

であるo　ヵレオは,戦後のアメリヵ主導型国際秩序には二つの輪があった

とし,それを「近隣帝国」 (NearEmpire)と「遠隔帝国」 (FarEmpire)

とに区別している。前者は,アメリヵの覇権システムに包摂された西側先
2o)

進工業諸国をさし,後者は,開発途上国の世界を意味するo

ヵレオの「アメリヵの覇権衰退」論の第一の特色は, 1960年をもってア

メリヵの覇権衰退の画期としていること,即ち1961年にケネディ政権が誕

生する時期には,アメリヵの戦後の覇権政策は既に行き詰まっていたとし

ている点である。

次にヵレオの考え方のもう一つの特色として挙げることができるのは,

彼がアメリヵの国内的要因を重視している点,つまりアメリヵ国民の支持

喪失によって覇権政策の続行が困難になってきたということを重視してい

る点であるo　このアメリヵ国内における対外政策に対する反発が強まり,

それによって民主党政権の政策が暗礁に乗り上げるのは,実際には1960年

代後半になってからであるけれども,ヵレオはその兆候を50年代後半のア

メリヵ社会の状況の中に読み取っているようである。

確かに, 50年代のアメリヵには,対外冷戦政策(ColdWarDiplomacy)

に関して民主党と共和党との間で超党派的な合意(consensus;が形成され,

さらにアメリヵの国内における経済の繁栄(豊かなアメリヵ)に対するア
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メリヵ国民の満足感に起因する一種の体制への信従(conformity)状況が

存在していた反面,こうした状況やそれを生み出した政府の政策-の反発

ムードも存在していたo前者は,東京大学の佐々木毅氏によって,戦後ア

メリヵ保守主義の第一段階として区分されている(なお,佐々木氏は,こ

の戦後アメリヵの保守主義時代の特徴として, ①自由-の支持,特にその

帰結としての市場機構の擁護, ②絶対的・客観的な道徳秩序への信仰をあ
21)

げている)。後者の50年代アメリヵにおける体制-の不満や反発は,アメ

リヵの経済的繁栄の享受のみでは満足しきれない若者を中心とした人々

や,そうしたアメリヵの経済繁栄の陰に隠れてしまった階層(主として

ニューディール政策が包摂し得なかった黒人など)から発せられたもので

あった。

また, 30年代から引き続いてニューディール政策を支持し続けてきたい

わゆるニューディール・リベラル(NewDealLiberals)も, 50年代に入る

とニューディール体制(対外的には冷戦体制)を今後も支持し守り続けよ

うとする一貫したニューディール・リベラル派と,黒人に対する公民権政

策や対外冷戦政策などのイッシューにおいて今やニューディール・リベラ

リズム(New DealLiberalism)を信奉しきれなくなった人々とに分裂し

始めるo　そして,後者は, 60年代後半のいわゆるニュー・ポリティックス

(NewPolitics)へとつながっていく。このように,ヵレオの指摘する通り,

50年代のアメリヵの経済繁栄のさ中に,アメリヵ国内ではすでに国内にお

ける政治的分裂のきざしが見え始めていたが,ヵレオは,そうしたアメリ

ヵの国内的要因にアメリヵの対外覇権政策の後退の一因を見出しているの

である。

(≡)ヵレオは,他の一般的な「アメリヵの覇権衰退」論とは,時期区分

の設定などにおいて少々異なる見解であるが,全体としてみるならば,ス

トレンジや馬場氏やベッヵ-などの考え方とそれほどの違いはない。ヵレ

オは,アメリヵの覇権衰退の開始時期やその原因について,他の研究者達
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よりもより早い時期にそれらの兆候を見出しているということである。本

節では, 70年代初頭(1973年)の国際的な諸事件(危機)を一つの契機と

してアメリヵの覇権の衰退現象が明確化した(加速化した)という「アメ

リヵの覇権衰退の開始時期」をめぐる議論における「一般的な解釈」につ

いて紹介したので,次にこの議論における「修正主義的な解釈」について

紹介したい。

(2)修正主義的な解釈　-全般的危機論-

アメリヵの覇権衰退に関する修正主義的な解釈というのは,マルクス主

義学者の主張する「資本主義の全般的危機」論が中心となっている。主と

してソ連のレーニンの帝国主義論と危機論を母胎とする全般的危機論が修

正主義的解釈の中心をなしているが,この全般的危機論は,戦後の危機の

「第二段階」における帝国主義体制の成立(アメリヵの覇権時代)から危

機の「第三段階」への移行をめぐって激しい議論が行われた(なお,レー

ニン自身は「全般的危機」という言葉は使用していないが,彼の帝国主義

論の内容はその後の全般的危機論の原型となっている)。

ところで,アメリヵの覇権衰退に関する修正主義的解釈は,この全般的

危機論をさらに発展させて(あるいはそれを大きく修正して, 70年代以

降の「従属論」という形で新たに登場してきた。この従属論は, 1970年前

後のマルクス主義学派における帝国主義論争を土台として,従来のマルク

ス主義研究で見落とされがちであった第三世界の問題を前面に押し出して

理論展開を行っている(いわゆる「中心国一周辺国関係」)。本節では,レー

ニンの「帝国主義論」に出発する全般的危機論と70年代以降に世界から注

目された従属論について紹介する。

(-)　まず全般的危機論は,戦後世界を,資本主義の全般的危機の「第

二段階」として位置付けている。その「第二段階」における特色は,国家

独占資本主義(固独姿)と新植民地主義であるo　関下稔氏は,この戦後体
22)

制をずばりとパックス・アメリヵ-ナ論として把撞している。杉江栄一氏
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も,このパックス・アメリヵ-ナ論について,次のようにまとめている。

杉江氏の叙述によれば, 「(前略)マーシャル・プランやMSA (相互安全

保障法)などによるアメリヵの援助なしには,資本主義の再建とその再編

は不可能だったが,援助は諸国の対米従属を生み出し,かつアメリヵの地

位を一層強化した。一一資本主義世界では,いくつかの帝国主義列強がそ

れぞれ従属国・植民地をしたがえて相対峠するという構造がくずれ,覇権

を確立したアメリヵの帝国主義が資本主義世界を支配・統制し,社会主義

およびあらゆる国の革命運動や民族解放運動と対決して介入し,これに社

会主義諸国,労働者と人民,被抑圧民族が正面から対決するという図式が
23)

あらわれた」のである。

全般的危機論における危機の「第二段階」 (アメリヵの覇権によるパッ

クス・アメリヵ-ナの段階)は終りを告げ,次の段階(第三段階)にはいっ

たという全般的危機の「第三段階」論争が60年代から各国において隆盛と

なった。この「第三段階」論は, 「資本主義の全般的危機の発展が新しい

段階にはいった」という1960年のモスクワ声明に端を発しているが(なお,

モスクワ声明では「第三段階」という表現は使用されていない),日本で

は60年代なかば以降からこの「第三段階」論についての批判が出始め,
1M'

「第三段階」論争が始まった。日本における「第三段階」論批判の出発点
25)

は,杉本昭七氏の批判である。その後,日本において数多くの批判論やそ

れへの反論が出されたが,決着がつかないまま「第三段階」論は日本では
26)

理論的に破綻した。そして,その後の全般的危機論における論争状況につ

いて,川端正久氏は次のように述べている。

「60年代末から今日にかけて,今度は「第三段階」論とは違うが, 60年

代末より危機が新しい段階に入りつつあるという「新しい段階」論とでも
27)

言いうる深化論が登場したo　その典型は岡倉説である。 68年の岡倉論文は

ベトナム戦争- 「新しい段階」論である」。このように,川端氏は,日本

において「第三段階」論は破綻したとしつつ, 60年代末以降に「新しい段
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階」論が登場したと述べている。この「新しい段階」論は,上記の岡倉氏

以外にも,工藤晃氏や田口富久治氏等々によって主張されたが,川端氏自

身は,この「新しい段階」論に懐疑的である。

ソ連における全般的危機の現段階論は,川端氏によれば, 「第三段階」
28)

+ 「60-70年代危機激化」論であるo　日本における「新しい段階」論と現

在のソ連の全般的危機論は大変似通った見解に思われるが,ソ連の見解の

方がより明確に60年代末から70年代にかけての国際政治構造の変化を捉え

ていると言えるかもしれない(だが,基本的な捉え方は同じである)。

(二) 70年代以降の世界の学界において,いわゆる「従属論」が研究者の

注目を集めた。マルクス主義経済学史の視点からすれば, 60年代の「中・

ソ論争」時代を経て, 60年代後半には早くも帝国主義論を再構成しようと

する動きがあった。
29)

それは,例えばフランク(GunderFrank)の「低開発の開発」におけ

る資本主義の構造的不均等発展に関する問題提起の中に見ることができ

る。しかし,こうした新しい視点に立脚したマルクス学派の「従属論」が

本格的に展開され,また注目され始めたのは70年代に入ってからのことで

ある。日本においては,湯浅赴夫氏などによってフランクやアミン(Sa

Amin)の著作が紹介され,検討されてきた。ここではこの「従属論」の

代表的な論者であるアミンを取り上げたい。

サミール・アミンは, 1960年にナセル大統領統治下のエジプトを去って

から本格的な著作活動に入った。ここでは,彼の代表的な著書である『帝
з0)

国主義と不均等発展』における彼の戦後史分析について検討したい。まず

アミンは,資本主義の発展段階に沿って, 1880年から1970年以降までの歴

史を四つの時期に区分している。第-期は, 1880年から1914年までの,育

国主義の登場と最初の拡大局面の時期とされる。第二期は,続く1914年か

ら1945年までの帝国主義システムにおける最初の構造的危機時代である。

この時期に,ロシア革命,世界大戦,中国革命が起こった。第三期は,第
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「アメリヵの覇権衰退」に関する諸議論

二次大戦後の帝国主義の第二の拡大局面を迎える時期で,それは1945年か

ら1970年までであると,アミンは述べているoそして1970年以降の時期が,
З1)

第二の構造的危機の時代であると彼はとらえている。アミンも,前節で紹

介したアメリヵの覇権衰退に関する「一般的な解釈」と同様に, 1970年頃

を世界史の一つの画期として位置づけていることがうかがわれる。

上記の著書の中で,彼は「(拡大の第二局面において)中心部の社会民

主主義的同盟は強化された。特にソ連的進展の追求が第三インターナショ

ナルの最後の革命らしきものを消していったからにはなおさらであったo

平和共存,諸システムの収れん,経済的採算と市場の再確立(たとえそれ

が部分的であろうと)に伴って第二の修正主義が出現してきた。同時に,

この第二の拡大局面の中に, 1945年の帝国主義相互間不均衡が漸次吸収さ

れていった。アメリヵ主導の時代は短く, 1958年以来,ヨーロッパと日本

が,自立的な帝国主義勢力範囲を合衆国と敢えて競う新たな経済的競争者
З2)

となっていく」と記述しているが,この記述の中から,彼が70年前後をア

メリヵの覇権衰退開始(あるいは衰退の進展)の一つのメルクマールとし

つつも,実際には,はるかそれ以前の時期に,即ちアミンの表現を借りる

ならば,帝国主義の第二の拡大(繁栄)局面期に,すでに世界システムの

変化とアメリヵの覇権後退への諸要因があったとしていることが明白であ

る。

(三)アメリヵの覇権衰退開始時期についての修正主義的解釈は,全般的

危機論における「新しい段階論」も「従属論」もともに, 1970年前後を戦

後世界システムの転換期(崩壊期)とみなしており(それぞれに多少の差

異は存在するが),そうした点では,一般的な解釈とさして変わらない。

ただ,一般的な解釈と修正主義的な解釈では,世界史認識が大きく異なっ

ており,そこから同じ戦後史の段階区分に見えても根本的な違いが存在す

るのである。もとより,修正主義的解釈の大部分は,現代を資本主義から

社会主義-の移行の時代としてとらえている。修正主義的解釈によれば,
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戦後の70年代以降の世界システムの混乱(危機)も,戦前のいろいろな危

機も一貫して資本主義(帝国主義)の危機であることに変わりはないので

ある。アメリヵのスウイージー(PaulSweezy)は, 「1974年以降の資本主
зЗ)

義のグローバルな危機の現段階が1930年以来のものである」と指摘したが,

このスウイージーの指摘が修正主義的解釈(全般的危機論)を最も端的に

要約していると言えるかもしれない。 70年頃を一つの戦後史における画期

とはみなしつつも,戦前からの(資本主義世界システムの)一貫した(全

般的)危機を主張するところに修正主義的解釈の最大特徴を兄い出すこと

ができるのであるo

なお,以上の様な全般的危機論とは異なる全般的危機否定論も存在する

ことを付け加えておきたい。その代表的な論者は,柳田侃氏や井汲卓-氏

である。柳田氏は,現代は資本主義から社会主義への移行の時代であると

いう歴史認識そのものが無意味なものになったとし(移行期論の否定),
З4)

井汲氏は資本主義も社会主義も同列であると主張している。さらに富塚文
З5)

太郎氏は資本主義の危機よりも社会主義の危機を強調している。これらの

見解は,マルクス学派の中における全般的危機否定論として位置づけられ

る。

Ⅲ　「アメリカの覇権衰退の原因」をめぐる議論

「アメリヵの覇権衰退の原因」をめぐる議論は, 「アメリヵの覇権衰退

の開始時期」をめぐる議論と大きく重なり合う。それは,戦後の冷戦論議

における「冷戦の起源」をめぐる議論が「冷戦の原因」をめぐる議論と切

り離し難く重なり合っていたのと同じ事情である。 「冷戦の起源」論議は

パックス・アメリヵ-ナの開始と結びつき, 「アメリヵの覇権衰退」論議

はパックス・アメリヵ-ナの終蔦に結びついている。

ところで, 「アメリヵの覇権衰退の原因」については既に前章で部分的

には触れてきたo r覇権衰退の開始時期」に関する一般的な解釈の部分で
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「アメリヵの覇権衰退」に関する諸議論

とり上げたデービッド・ヵレオの見解は, 「覇権衰退の起源」論であると

同時に, 50年代のアメリヵに遡っての「アメリヵの覇権衰退の原因」論で

もあった。また, 「開始時期」の修正主義的な解釈は,全般的危機論も従

属論もともに,世界資本主義の戦前から続く一貫した危機状況を唱えてお

り,これはそのまま「アメリヵの覇権衰退の原因」論であるとも言える。

(この立場においては,資本主義は歴史の転換に伴ってイギリスからアメ

リヵ-と資本主義世界におけるヘゲモニー国を入れ替えて,危機の時期を

乗り超え一時的な安定を維持はしてきたけれども,最終的には最後のヘゲ

モニーを握る大国も弱体化し,その外部的・内部的矛盾によって崩壊のプ

ロセスを辿るという論理が, 1989年の東欧諸国の政治的大変動の開始まで

ずっと保ち続けられてきたからである)。このように,既に前章の「覇権

の開始時期」をめぐる議論の中で「原因」をめぐる議論に入ってしまった

が,本章では,あらためて「アメリヵの覇権衰退の原因」をめぐる議論に

ついて,その主要な見解をとりあげて整理し直してみたいo

(1)ニクソン政権の政策の性格

(-)イギリスのスーザン・ストレンジは, 1973年頃をもって国際政治経

済システムの歴史的転換点,即ちアメリヵの覇権衰退の起源と考えている。

この点については前章で述べたが,ただストレンジの場合,この70年代初

頭の歴史の転換(アメリヵの覇権の衰退)をもたらした諸事件IMF体

制の崩壊,金本位制の放棄と変動相場制-の移行,そしてオイル・ショッ

ク)が,単に国際環境の変化によって発生したのではなく,当時のアメリ

ヵのニクソン政権の政策(政治的決定)に起因するところが大きいと考え

ているところにスタンレー・ホフマンなどの見解との大きな違いが存在す

る(ホフマンは,アメリヵの政策の不適切さも指摘しているが,ストレン

ジほどその点に重きを置いていない)。

以下は,ストレンジ自身のニクソン政権の政策に対する鋭い指摘と批判

について述べた彼女の論文の引用である0
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「これら(70年代初頭以降の世界経済の危機と混乱)はすべて,主とし

てワシントンのアメリヵ合衆国政府の政治的決定の結果であったo (中略)

ニクソンは, 60年代のフランスが提案したように,金価格を引き上げ,も

しドルを裏付けるアメリヵの金準備が突然に二倍の価値を持つようになれ

ば,それによって得られるであろう息抜きの期間を使って,国際収支赤字

を削減するように政策を調整する,という代替案を拒否していた。 1973年

には,アメリヵはいぜんとしてそのような国際収支の調整に真正面から取

り組もうとはせず, (このためには,おそらく,国防費の削減が要求され

たであろう)ドルーをフロートさせ,ブレトン・ウッズ体制の基本ルールを

破ることで,一層の自由,つまり世界を不換の紙幣ドル本位制にすること

によって,アメリヵが得るであろう超法外な特権を獲得することを考え出
M

した」。

(二)ジョージ・ワシントン大学のウイリアム・ベッヵ-もまた,ニクソ

ン政権期の政策の失敗について記述しているo　それによると,戦後の封じ

込め政策や西欧および日本の経済復興は,アメリヵが成しとげた「成功」

であったが,この「成功」を導き出したアメリヵの政策も, 70年代のニク

ソン政権時代に転換せざるをえなくなった。そして,フォード,ヵ-タ-

両政権も,基本的にはニクソン政権の経済戦略,つまり,国内では相変わ

らずケインズ流の財政膨張政策や金融緩和政策を継続する一方,対外的に

はドル安政策をとるという戦略を踏襲したo　しかし,その矛盾をはらんだ

ニクソンの経済戦略によっては,アメリヵの覇権を回復することはできな

かった。

とりわけ, 70年代のアメリヵの西側同盟諸国に対する景気刺激策の押し

つけの結果,世界的規模でインフレーションの渦が沸き起こり,それによっ

て,今度はアメリヵ自身が国内経済政策において行き詰まるという,皮肉

なブーメラン現象に見舞われたことは, 70年代におけるアメリヵの対同盟
37)

国政策の失敗であるoベッヵ-は,このようにニクソン政策を評価し,ニ
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「アメリヵの覇権衰退」に関する諸議論

クソン政権の政策が,アメリヵの覇権の回復どころか,権権の衰退に拍車

をかけたという見方をしている。

ストレンジもベッヵ-も共に, 70年代初頭の共和党ニクソン政権の政策

の中に, 「アメリヵの覇権の衰退の原因」のかなりの部分を兄い出してい

るが,ストレンジの見解は,ベッヵ-の見解以上に,ニクソン政権の政策

の「意図性」を強調していることが特徴的である。次に,このニクソン政

権期の政策の「性格」的位置づけに入りたいo
38)

(≡)東京大学東洋文化研究所の猪口孝氏は,その著書の中で,戦後のア

メリヵの覇権政策とその転換,そして覇権衰退の原因について次のように

主張している。

「1969年以降のアメリヵ対外政策は,より大きなスケールでの操縦政策

と見ることもできる。これはそれ以前の覇権政策からの急激な政策でも

あった。 1945年から1965年までの長期にわたって,アメリヵはその軍事力

と生産力において他の追随を許さないものをもっていた。しかしながら,

アメリヵの覇権は徐々に相対的に衰退していき,操縦政策が必要になって

きた。第-に,軍事面では1960年代1970年代にソ連が着実に軍事力を増

強, 1980年までにソ連は核兵器については欧州でやや優勢に,通常兵器で

は欧州中央においては圧倒的に優勢になってしまった。第二に,西ドイツ

を中心とした西欧と日本を中心とした西太平洋地域の経済発展が著しく,

アメリヵは, GN Pのシェア,生産性,工業製品輸出シェアのいずれにお

いても,大きく後退していった。第三に,第三世界の国家の数と力が増大

した。とりわけ, 77ヶ国グループ,石油輸出国機構,そして非同盟会議な

ど,第三世界の自己主張の高まりに対して,アメリヵ及びその同盟国は真

剣に対処しなければならなくなった。これらの要因が重なってアメリヵの
з9)

覇権は,後退していったのである」。

猪口氏の以上のような主張からは,国際環境の変化(アメリヵの軍事力

の相対的な低下と西欧と日本の経済発展,そして第三世界の台頭),つま
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り60年代なかば以降の国際システムの構造変化によって,アメリヵの覇権

が徐々に衰退していったという,彼の「覇権衰退の原因」論が読み取れる。

そして,このアメリヵの覇権衰退現象が進行していく中で,ニクソン政権

はそれまでの覇権政策を大転換させ,一種の「操縦政策」なるものに移行

していった,というのが猪口氏の立場から見たニクソン政権の政策の「性

格」なのである。この点についての彼の説明は, 「覇権政策の主要問題は,
40)

覇権国に対する同盟国の黙従・忠誠を確保するのに擁する費用である」が,

「アメリヵは, 69年以降,同盟国の自己主張と国内的困難が増大していく

中で,国内改革によるよりは,国際操縦という手がけやすい選択を取りが
42)

ちになり,内外の困難を増大させていった」のである。

こうした猪口氏のニクソン政権の「操縦政策」論は,スーザンeストレ

ンジのニクソン政権に対する見方とは一見,異なっているかに思われる。

ストレンジは, 60年代中期以降の国際システムの変化によるアメリヵの覇

権の相対的低下という事実は認識しつつ,やはりニクソン政権の政策にお

ける責任について厳しく論及しているからである。しかし,猪口氏の見解

も基本的にはストレンジと同じであると筆者は考える。それは,ニクソン

政権が,まず優先すべきアメリヵの国内改革を放棄し,より容易な国際的

操縦政策を選択したとする彼の主張から理解できる。そして,これらの主

張から,アメリヵの覇権衰退を何とか回避し,それに歯止めをかけようと

したニクソン政権の政策そのものが,アメリヵの覇権衰退の原因そのもの

となってしまったという論理も成立しうるはずである。ただし,それはあ

くまでも歴史における結果論であるということも可能である。

けれども,少なくともベッヵ-などの主張においては, 70年代初頭のニ

クソン政権の政策(及びそれを踏襲したそれ以後の政権の政策)によって,

アメリヵの覇権衰退現象はひどくなったとされているし,ストレンジに

至っては,ニクソン政権の政策は,ある意味では,従来とは違った形での

アメリヵの覇権政策であって,ニクソン政権はアメリヵの覇権の衰退と呼
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「アメリヵの覇権衰退」に関する諸議論

ばれる現実(例えば,アメリヵの金保有の喪失)を利用して,実に巧妙な

る政策転換を行い,アメリヵの一層の世界経済における覇権(ドル支配)

を手中にした(その結果,アメリヵが自ら背負うべきツケは他国にまわさ

れ,世界経済は非常に不安定なもの-ヵジノ・ゲーム世界-におちいって

しまった)ということになる。こうしたニクソン政権の「国際的操縦政策」

が,ニクソン政権の政策の一つの「性格」を表わしていると言えるであろ

う。

(2)第三世界問題と多国籍企業論

前節では,アメリヵの覇権衰退とニクソン政権の政策との関連性の問題

を取り上げて, 「アメリヵの覇権衰退の原因」をアメリヵ政府の政策面か

ら論じたが,本節では, 60年代後半からの国際環境の変化という面から,

「覇権衰退の原因」について考察したい。 60年代後半からの,とりわけ60

年代末から70年代初頭にかけての国際社会における諸変動は,本稿でも既

に述べたように,アメリヵの覇権の相対的な後退の原因として多くの研究

者が挙げている。ソ連の軍事的優位化,日本やE c諸国やNICsの経済的

台頭,石油輸出国機構(O P E C)や77ヵ国グループなどの第三世界パワー

の台頭などの諸要因が重なり合って.アメリヵの覇権は相対的に衰退した

(逆に見れば,世界構造は多極化した)というのが,ここまでに紹介し検

討してきた見解の共通した点である。これらの諸要因の中から,本節では,

第三世界パワーの問題および多国籍企業論を取り上げたい。

(-)アメリヵのハドソン研究所研究員であるマイケル・ハドソン

(Michael Hudson)は,他の覇権衰退論と同じく, 1973年を戦後史の大転

換の年として位置づけ,この年に,戦後経済秩序(パックス・アメリヵ-

ナ)を崩壊させた四つの,次の様な事件が発生したと述べている。それは,

①3月の通貨危機(これが変動為替相場制をもたらした), ②4月のキッ

シンジャーによる新太平洋憲章の提案(そしてヨーロッパによるその諸原

則の拒絶), ③夏のアメリヵによる農産物及び金属層の輸出禁止, ④10月
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の中東戦争(この後, OpECにより世界石油価格が引き上げられ,オイ
42)

ル・ショックが巻き起こった),という諸事件である。 1973年頃の時期を

もって,アメリヵの覇権衰退の本格的開始時期の指標とし,これらの国際

システムを揺るがす世界的諸事件(特に,通貨危機と石油ショック)にア

メリヵの覇権後退の原因をも見る彼の主張は,これまでの殆どの研究者の

見解と変わらない。

ただ,ハドソンの場合, 70年代初頭を境目としての世界システムの転換

(アメリヵの覇権の衰退)の大きな原因を,第三世界の自立化要求(新国

際経済秩序)の中に求めているという所に他の研究者との違いがある。ハ

ドソンは, 「NI Eoのそのような(南北間の不均等発展と経済格差の是

正という)冒標を達成するためには,第三世界諸国と西欧諸国がアメリヵ

の経済的軌道から独立して,相互に一層緊密な経済的政治的統合を達成し
4з)

なければならない」としているが,こうした彼の考え方は,従属論の影響
蝣l-l'

も見うけられると同時に, 『世界の挑戦』の著者で「三極協力体制」構想(西

欧と日本と産油湾岸諸国との協力構想)の提唱者の一人であるJ.J.セルバ

ン・シュレベールとの近似性を思い起こさせるo

(二)ハドソンのように70年代初頭の国際連合における新国際経済秩序樹

立宣言に見られるような第三世界パワーの台頭がアメリヵの覇権衰退の大

きな要因となっているという見解が存在するのであるが,これ以外にも従

属論などが第三世界パワー(従属論者の表現では,民族解放闘争)を重視

している。次に,第三世界問題も一部含みながら,多国籍企業の問題に入

りたい。

多国籍企業は,戦後確立されたパックス・アメリヵ-ナを背景に,主と

してアメリヵで発展してきた。その限りではアメリヵの国家利益(National

Interest)と多国籍企業の利益(Business Interest)とは完全に一致していたo

これは,戦後期のマーシャル・プランや北大西洋条約機構の裏面での目的

が,アメリヵのヨーロッパ市場の独占とヨーロッパ-の軍事関連の多国籍
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企業の進出舞台を作るところにあったことからも明白である。こうして,

50年代のアメリヵの海外直接投資はその大部分がヨーロッパに対するもの

であった。そして,それが次第に他の地域へも拡大していった。しかし,

この多国籍企業の海外-の進出(海外直接投資)がますます多くなってく

ると,それは今度はアメリヵの経営資源であるところの資本(ドル)や技

術,そして経営ノウ・ハウなどの海外流出につながり,最後は,アメリヵ

国内における資本不足や産業の空洞化現象を引き起こすo

プリンストン大学のギルピン(RobertGilpin)は,第三世界の提示して

いる問題や多国籍企業がひき起こすこうした問題を念頭におきつつ,国際

政治経済システムと国家との関係について,三つのモデルを提起したo第

-のモデルは,自由主義的資本主義の論理,即ち多国籍企業の論理が世界

経済において貫徹するというもので,ギルピンは,このモデルを,レイモ

ンド・バーノン(RaymOndVernon)の著書名に因んで, 「追いつめられる
45)

国家主権」 (sovereignty atbay)モデルと名付けている。このモデルにお

いては,多国籍企業は,相互依存的世界経済の自由主義的理想のすぐれた

化身であり,自由な貿易・通貨体制を通り超した,生産が国際生産にまで

進む諸国民経済の統合化が考えられる。第二のモデルは, 「デペンデンシア」

モデルで,いわゆる「従属論」のことである。このモデルにおいては,第

一のモデル(バーノン・モデル)が,成長と富が先進国中枢から低開発国

周辺へ伝播するという,どちらかといえば恩恵的体制を想定しているのと

は反対に,経済利益や富が,グローバルな低開発周辺から産業金融権力と

意思決定の中枢に移動するものとみられている(ギルピンは, 「デペンデ

ンシア」モデルは,事実上,ヵ-ル・ヵウツキーの超帝国主義の概念のコ
46)

ンピュータ化最新版であるとしている)。

ギルピンの考える第三のモデルは, 「重商主義」モデルであるo　このモ

デルにおいては,多国籍企業に有利な環境を提供してきている相互依存的

世界経済は終りを告げつつある。アメリヵの覇権の相対的衰退,資本主義
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諸国経済間のあつれきの増大,石油・資源輸出国の新興経済勢力などの後

を追って,多国籍企業にはあまり有利でない新しい国際秩序が誕生しつつ

ある。この新しい国際秩序の支配する世界では,市場や投資のはけ口や原

材料供給源などを獲得するための国際経済競争がますます激化することと
47)

なる。ギルピンは, 70年代中期の,アメリヵの覇権衰退が明確化してきた

時期に,この将来の世界システムにおける三つのモデルを提起したのであ

るが,ギルピンのこの三モデルについて考える際に重要な点は, 「バーノ

ン・モデル,デペンデンシア・モデルのどちらにも欠落している重要な要

素は国家である。どちらのモデルも強力な北アメリヵ,ヨーロッパ,日本

の企業によって組織され,管理される世界を考えているO前者のモデルの

恩恵的な企業秩序の場合でも,後者の帝国主義的企業秩序の場合でも,企

業権力と野心の召使いとして以外に,国家が出てくる余地はない。これら

二つのモデルとは反対に,われわれの第三番目のモデルー重商主義モデル

ーは国家とならんで国益と国益の間の相互作用を,将来の世界秩序の主た
48)

る決定因子とみているのである」というギルピン白身の指摘であるo

政治学者であるギルピン自身は,言うまでもなく,第三のモデルを重視

しており,他にも,ヵレオ(DavidCalleo)やローランド(BenjaminRowland),

そしてマルクス主義学者ではあるが,マンデル(ErnestMandel)などが,
49)

この第三の「重商主義」モデルに近い立場をとっている。ただし,上記の

ギルピンの三モデルは,いずれもが「アメリヵの覇権衰退の原因」を構成

するのである。第一モデルの多国籍企業も,第二モデルの第三世界勢力も,

第三モデルにおける日本やEc諸国や新興経済パワーとの経済競争も,い

ずれも「アメリヵの覇権衰退」論の異なる側面にすぎない。そういう意味

で,ギルピンの三モデルを取り上げて, 「アメリヵの覇権衰退の原因」論

として紹介したのである。

Ⅳ　結論　- 「アメリカの覇権衰退」論のまとめ-

アメリヵの覇権の衰退現象について論じた文献は,枚挙にいとまがない
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ほどである。本稿では,そうした数多くの「アメリヵの覇権衰退」論の中

から経済学者や政治学者のいくつかの見解を取り上げて,アメリヵの覇権

衰退現象の開始時期(起源)および原因について考察してきたoそこで,

最後に,本稿で紹介し検討してきた「覇権衰退」論の中でのいくつかの主

要な論点について,整理してまとめておきたい。

(一)まず, 「アメリヵの覇権衰退の開始時期」に関しては, 1970年代初

戻(1973年)頃を一つの画期として,アメリヵの覇権衰退現象は明確化し

たというのが,一般的な解釈である。修正主義的な解釈では,資本主義の

一貫した全般的危機を主張しているので,この時期における歴史の画期(段

階区分)を一般的な解釈におけるほどには強調しない。しかしながら,全

般的危機論における「第三段階」論争や, 70年代以降の「新しい段階」論

に見られるように,同じ資本主義の全般的危機とは言いつつも,その危機

の性質の違いはやはり認識しているのである。とりわけ「従属論」は,そ

れが第三世界の主張を代弁していることもあって,この新マルクス主義経

済理論の登場自体が,アメリヵの覇権衰退現象を物語るものとなってし

まったのである。

もちろん,一般的解釈におけるデービッド・ヵレオの見解のように,す

でに60年代初頭から,アメリヵの覇権衰退は徐々に始まっていたとする見

方も存在するo　このように,論者によって「覇権衰退の起源」ついての認

識はある程度異なっているが,そのような「起源」の認識における差異は,

存在して然るべきものであるo何故ならば, 「アメリヵの覇権の衰退」と

一口に言っても,その論ずる問題領域(ヵテゴリー)の達し、によって,覇

権それ自体の中味も,その衰退の開始時期も,衰退の原因も違ってくるか

らである。第二次大戦後の,対外冷戦政策や内政におけるニューディール

政策についてのアメリヵ国内におけるコンセンサスに少しずつ亀裂が入り

かけてきた時期(50年代)をもって,アメリヵの覇権後退の起源とみなす

ことも可能であり,現に,外交の国内的要因を重視するヵレオは,そうし
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た見解を主張しているo

覇権(ヘゲモニー)衰退の開始時期の認識における"ズレ'つま,覇権国

の覇権衰退の実態と意識のギャップという面からも生じてくるのである。

中村雅秀氏によれば, 「実態と意識のギャップは,ヘゲモニーの重層性の

認識を欠くところから生じている。アメリヵの生産力の相対的優位性の変

化-喪失を基準にとれば,ヘゲモニーの後退は50年代には生じていたこと

になるし,通貨としてのドルの優位に注目すれば, 80年代の今日にも依然
50)

としてアメリヵのヘゲモニーを認めることになる」のであるO

また, 「世界システム論」で著名なニューヨーク州立大学のウオーラー
51)

ステインは,次のようなヘゲモニーの「重層的構成論」を展開している。

それによれば,まずヘゲモニーは,生産力,通商,金融という三つのレベ

ルがあり,各レベルのヘゲモニー獲得と喪失にはタイム・ラグが存在する。

そして,その獲得は,生産力,通商,金融という順序で生じ,金融面での

ヘゲモニーは,生産力の優位がかなり失われた時点で確立する。さらに,

このような各レベルごとのヘゲモニーに対し,単にヘゲモニーといったと

きには,この三つのレベルでのヘゲモニーが同時に成立しているような,

ごく短期間をさす。こうしたウオーラーステインのヘゲモニーの「重層的

構成論」に立脚して,アメリヵの覇権について厳密に考えるならば,アメ

リヵのヘゲモニー期間は,ヵレオの見解であるところの, 50年代末まで,

ということになるであろう(しかし,ウオーラーステイン自身は,アメリ

ヵのヘゲモニー期間を,およそ1945年から1967年までの間であるとしてい

る)。

(二)スーザン・ストレンジは, 70年代前半のニクソン政権の政策につい

て,アメリヵのナショナル・インタレストを前面に出した一種の覇権回復

政策であるという見方をしている。確かに,ニクソン政権の金融政策に対

する彼女の視点は鋭い。こうしたアメリヵの政策のとらえ方に,ポリティ

ヵル・エコノミー論者であるストレンジの,政治と経済の連関性における
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視点の特徴があるのではないであろうか。ストレンジと,広義的には似通っ

た見解を持っているのが,猪口孝氏である。猪口氏は, 70年代以降のアメ

リヵの対外政策を, 「より大きなスケールでの操縦政策」という言葉で表

現しているが,その真意はストレンジとだいたい同じであるO

そして,ストレンジと猪口氏の両者の見解に共通していたのが,覇権政

策にかかる費用(コスト)の問題であった。コストの問題は,ベッヵ-論

文でも触れてあったし,ギルピンの三つのモデルにおける第-モデル(バー

ノンの「追いつめられる国家主権」モデル)は,国際的相互依存世界にお

いて,国家主権(自給経済)を強調した場合のコストを大きな問題として

いる。このコストの問題は,覇権国が必然的に直面する問題であり,ニク

ソン政権は,これが為に,グアム・ドクトリンに始まる一連の対外コミッ

トメントの縮小と先進資本主義同盟諸国に対するパートナーシップの要求

(負担分担の要求)を,その対外政策の中心に置かざるをえなかった(い

わゆる「ニクソン・ドクトリン」では,この両方の課題について明確に述

べられている)。

コスト論は, 70年代のアメリヵの「ポスト・ベトナム外交」論において

も,重要なテーマであった070年代の代表的な「相互依存」 (Interdependence)

論者であったスタンフォード大学のコへイン(RobertKeohane)は,当時

の著書の中で,「ある一つのアウタルキー政策のコストが非常に高く,また,

このコストの大部分を効果的なアメリヵの国際的リーダーシップによって

回避することができるのならば,そのアウタルキー政策を採用すべきでは
52)

ない」と主張して,国際的相互依存に基づいたアメリヵの多角的なリーダー

シップ論(MultipleLeadership)を展開したのであったoコへインは,ハー

バード大学のナイ(JOsephNye)とのこの共著書の中で,こうしたコスト

論を主張すると同時に, 「複合的相互依存」 (Complex Interdependence)モ

デルを提示し,それまでの国際政治分析の枠組とは異なった,牡界システ

ムを念頭においての理論分析を行い,それ以後の彼のレジーム論者として
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の礎を築いたのである(なお,コへインやナイのコスト論は,バーノン・

モデルと類似してはいるが,多国籍企業の利益循環論であるバーノン・モ

デルとは,やはり大きく異なる)。

ところで,このコへインとは違った角度から,アメリヵの覇権政策(国

際主義外交)におけるコストの問題について考えているのが,ジョージ・

ケナン(GeorgeKennan)である。彼は,戦後の国務省政策企画部長時代

に『フォーリン・アフェア-ズ』誌に掲載した論文における「封じ込め政
5з)

策」 (Containment)論で著名であるが,彼は, 70年代に発表した著書にお

いて,アメリヵの国際主義外交の限界を論じ,アメリヵの対外コミットメ

ントを必要最小限まで削減すべきであるという,いわば70年代の新孤立主

義(NewIsolationism)を代表する見解を主張している。アメリヵのリア

リズム論者の覇権外交におけるコスト論は,コへインのようなレジーム論

者や,他のネオ・リアリズム論者(例えば,ギルピン)のそれ以上に,ス

トレートなコストに関する見解を述べている(なお,覇権外交とコストと

の関係についての多くの見解の中で,ヵレオがモラルにおけるコストをも

問題にしている点は興味深い)。

(≡)アメリヵの覇権外交とコストとの関係についての議論に深入りをし

てしまったが,要するに, 70年代初頭のニクソン政権は,覇権外交にかか

る費用をできるだけ削減し,アメリヵの立て直しを図ろうとしたのである。

それは,ストレンジ等の研究者の分析からすれば,アメリヵ再建の為の根

本的な政策を回避したすり替え政策であり,結果的には,アメリヵの覇権

衰退現象のさらなる一因を形成してしまったということにもなる。しかし,

世界経済におけるドル支配という面では,アメリヵの覇権はいまだ続いて

いる。また,多国籍企業論という面から見た場合,確かに,アメリヵ国内

の資本は不足し, -それは海外直接投資やベトナム戦争などでのドル散布

の結果である-アメリヵの国際収支や国家財政収支は大変な赤字である

が,多国籍企業の海外投資収益は巨大なものであり,その数字は国際収支
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にはあらわれてはこない。そうした点を考慮に入れれば,アメリヵの覇権

の衰退などとは到底言えないのであるのかもしれないo

ただ,ウオーラーステインの定義によるところの,三つのレベル全部に

おけるヘゲモニーを今のアメリヵはもってはいない。アメリヵの生産力は

衰退し,通商面でのヘゲモニー喪失は周知の通りである。こうした各レベ
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